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Ⅰ．はじめに
第 60回東北・北海道地区大学一般教育研究会が、2010年９月２・３日
北海道札幌市の札幌大学を会場にして開催された。当番校は、札幌大学で
あった。参加校および参加者は公表されなかったものの、情報交換会には
かなり多くの参加者があったように感じられた。
全体テーマは、「学士力はどのように保証されるのか」というものであ
った。これは、前回の研究会（第59回）で平沢先生が提示された視点に立
って（ちなみに、平沢安政先生は大阪大学大学院教授で59回では＜基調報
告＞を担当された）、学士課程教育のあり方を具体的に探求するというも
ので、OECDキー・コンピテンシーが学士力の主要な構成要素たり得ると
考え、各コンピテンシーについて、それを学生に、より効果的に身につけ
させるにはどのような取り組みがあり得るかを検討することを目的とする
ものであった。そして、コンピテンシーを「複雑な現代社会を生き抜く力
を包括的に捉える概念」と規定し、それを三つのカテゴリー、すなわち
「自律的に活動する」、「異質な集団で交流する」、「相互作用的に道具を用
いる」に分け、その三つのカテゴリーに対して、各大学の独自の教育的取
り組みがなされる必要があり、そのことが、効果的かつ有機的に結合をす
ることによって学士力保証のあり方を再検討する契機が生まれるのではな
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いか、またそうでありたいとすることが、今年のテーマ設定の中心に置か
れていたといえるのである。　　　　　　　　　　　　　　（石澤　淳好）
Ⅱ．全体会Ⅰ＜基調講演＞
「学士力保証と共通教育」〜地方都市にある中規模私立大学の改革の取
組み〜
講師：宮腰昭男（札幌大学学長）
18歳人口の減少、景気の低迷等により、存続が脅かされている地方大学
の一例として、第60回研究会の主幹校・札幌大学がおかれている現状の分
析と、同大学によって採られている対応策について講演がなされた。論点
は、「（１）北海道の高等教育への進学状況、（２）建学の精神、（３）共通
教育について、（４）外国語教育について、（５）教育のグローバル化、
（６）高等教育政策について」と、同大学の内外に関わる問題に言及され
ている。勿論、これらの問題は個々別々なものではなく、相互に密接に関
連して、現在の高等教育がおかれている状況を表しているといえる。そこ
で、本報告では、同大学の抱える問題が単に一地方大学のみならず、他の
多くの大学―恐らく全ての大学といっても過言でない―にとっても存続の
危機に関わるものであるという認識の下に、提議されたこれらの問題を包
括的かつ普遍的に捉え、高等教育の現場で活動する者として、問題を共有
してゆきたい。
最初に、北海道が抱える住民の特色について、移動が多く、ここ数年間
は微減の傾向にあること、そして大学の就学者数については、横ばいの状
況であるが、短期大学の就学者数については半減していることについて、
過去数年間の統計に基づいて説明がなされた。さらに前記の就学者数の変
遷状況と同様に、同大学の入学･収容定員も、ここ数年間、ほぼ横ばいの
状況が続いているが、以前に比べれば激減といえる状況であり、中規模校
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から小規模校へ移行しつつあり、特に併設する短期大学の学生数の激減に
は危機感を抱いている、と報告がなされた。
次に、同大学の教育の基本姿勢と同大学で採られている様々な改革の取
組みについて説明がなされた。21世紀の日本の高等教育は、ユニバーサル
化とグローバル化という大きな問題を抱えているという視点に立って、同
大学も、建学の精神「生気あふれる開拓者精神」に則って、“Challenge&
action”というスローガンのもとに、この言葉に込められた「失敗を恐れ
ずに、新しい世界にチャレンジするタフな精神」を涵養すべく、直接とか
間接とかを問わずに、ともに生きる人間、動物、広くは自然との共生と協
調を尊び、自主的自立的行動を起こせる人材の育成が目指されている、と
述べられた。具体的な教育的方策として「１．正課外活動の促進、２．学
生からの提言重視、３．少人数教育の実施、４．外国語力の強化」が取り
組まれている旨の説明がなされた。
また、所謂共通教育は、専門教育とともに高等教育において重要な教育
的使命をもち、（１）従来の教養教育を中心的に担うとともに、（２）専門
教育の基礎教育をも担当し、さらに（３）キャリア教育をも託されている、
と捉えられた。同講演において、キャリア教育の重要性が強調されている
ことは、念頭に留めておかなければならない。昨今の景気低迷に由来する
就職難や、卒後２・３年間の離職率の増加に対応するために、共通教育に
おいてキャリア教育が新たな使命となってきている。ユニバーサル化によ
る学力の低下に対する対応、グローバル化による価値の多様性の認知と尊
重＝様々な個性の尊重→多様性の一つである自分(の個性)に寄せる尊敬の
念＝自尊感情の醸成、そしてキャリアガイダンスによる適切な職業選択の
指導が、大学教育における必須の事柄として指摘された。大学の経営にお
いても、競争の原理が謳われるようになり−特に、最近数年間における薬
学系大学の新設ラッシュはその典型であるが−各大学は、もはや国家から
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の補助金を当てにすることが難しくなり、自らの経営努力と教育努力によ
って、他校に抜きん出る特色を明確にし、存続を図らなければならなくな
った、といえる。そのような状況下において、各大学は、建学の精神や教
育の理念に沿ったプロジェクトの策定と実践によって、基礎、教養、専門
そしてキャリア形成を中軸に据えた一貫教育を展開し、各大学の独自性を
明確に発信してゆかなければならないことを示唆する貴重な講演であっ
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（松山　雄三）
Ⅲ．分科会
第１分科会「学生の自律性を育む取組」
第１分科会では、学生の「自律的に活動する（actingautonomously）」力
を育む方法について、正課、課外を問わず、学生生活において学生が自律
性を発揮できる場面をいかに多様に用意していくか、次の7件の取組が報
告された。
１．山形大学における到達目標を明確にした自己実現システム
中島勇喜・松田岳士・蜂屋大八（山形大学）
山形大学において平成21年度に文部科学省大学推進プログラムの採
択を受けた取組「到達目標を明確にした自己実現システム」の全体像、
主要な活動の進捗状況が報告された。その活動の中でも、カリキュラ
ム・ポリシー編成とｅポートフォリオシステム開発に焦点を当て、ど
のように学士力を保証し、学生の自律性を支援するかについて報告さ
れた。平成16年から全学的に導入実施された「YUサポーティングシ
ステム」は、アドバイザー教員が学生20人を担当し、修学指導、学生
生活相談、就職活動などの面から受け持ち学生を常時把握し、適切な
時期に適切な支援を行うものである。この基幹となるのが、成績・履
修状況・学生情報・相談履歴・就職活動状況等を、学生個人ごとに管
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理するWeb上の電子カルテ「サポート・ファイル」であり、教育プロ
グラムの人材育成目標と、その実現のために目的・目標を明確化した
体系的なカリキュラム編成を学習指針として学生に提供するツールが
「学習ポートフォリオ」システムである。学生は、学科の教育プログ
ラムから「自分の将来」を描き、自らの修得すべき能力を常時意識し
ながら学習を進め、その成果をWeb上で視覚的に確認できることで、
さらなる学習意欲向上につなげ、また目標を一つずつ達成していくこ
とにより自己実現につなげることができるとの説明があった。最近本
学でも学生カルテの活用により、学生の全般的な支援に対応しようと
している。このようなWebを利用した管理システムは、今後ますます
開発が進められであろうし、多様化された様々な情報を掌握すること
により、尚一層、学生の支援・指導に役立てられていくことであろう。
質疑応答では、電子カルテの開示制限についての質問が出されたが、
当然のことながら必要最低限の範囲にとどめ、どの大学も個人情報の
取り扱いについて、細心の注意を払っているようであった。
２．北海道大学における自律性育成プログラム「北大元気プロジェクト」
近久武美（北海道大学）
2001年度から年額1,000万円を投じて、学生個人・団体が行うキャ
ンパスライフの改善や地域貢献などの様々な活動・取組に対して支援
している。1998年度から相談員が学生補助員とともにボランティアに
関する相談に応じたり、ボランティア情報の紹介を行ったり、ピアサ
ポーター（学生）が様々な悩みや問題に対して適切な相談窓口の紹介
などを行っている。精神衛生相談の受診者は、平成10年度は、120〜
130人であったが、平成21年度には400人に増加していたことが報告
された。メンタルヘルスケアは現在、重要な問題であり、平成21年9
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月に開催された第47回全国大学保健管理研究集会報告書によると、東
京工業大学保健管理センター・大学院人間環境システム専攻教授の影
山任佐氏は、「自殺、過労とストレス、ハラスメントが現在の我が国
のキャンパス・メンタルヘルスの三大課題である」と指摘している。
また、同氏は、「この主要三大課題は相互に因果的に関連したり、共
通の問題構造から派生したりしており、問題解決には背景にある種々
の構造因、因果関係の分析とともに、個人レベルではきめの細かい対
応、予防、介入、治療が必要である」と述べている。我々教員は、保
健管理センターや専門教員等と連携を取りながら、慎重にケアとサポ
ートを一体化していくことが重要であると思われる。また、北海道大
学では課外活動は、学生の自律性を育てるために重要であり、社会人
基礎力を構成するものであると考え、そのため課外活動については、
公認条件を定めた上で支援し、表彰制度を設けていることが報告され
た。この「社会人基礎力の構成」についての考え方は、非常に共感で
きるものがある。本学においても、優秀な成績を残した個人・団体に
対して同窓会報や大学HPに掲載、表彰している。これらの課外活動
に対する評価は、協調性を持ちつつ自己表現することが不得手な昨今
の学生にとって、自己顕示欲が満たされることにより、そこから生み
出される一つの副産物として、将来の夢・希望に向けての自信につな
がる支援として価値のあることのように思われる。　
３．自ら成長する教養人の育成支援プログラム
角田　敦（千歳科学技術大学）
千歳科学技術大学にて実施中の、文部科学省：新たな社会的ニーズ
に対応した学生支援プログラム「自ら成長する教養人の育成支援プロ
グラム」（平成20〜平成23年度）の取組状況について報告された。こ
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のプログラムを提案した背景には、社会の要請及び学生の指向は毎年
多様化が進み、社会ニーズや学生ニーズに従来以上のきめ細やかな対
応が必要になってきたこと、理解力並びに言語表現力の衰退、また
「受身の参加」から「能動的な参加」を主体にしたシステムへの変革、
ICT教育、キャリアアップ支援活動の展開等を図る必要があったため
とのことであった。プログラム内容としては、社会人基礎力（前に踏
み出す、考え抜く、チームで働く力）と理工系学生としての質を保証
する総合的な人間力涵養のプログラムと対面指導、人と人の交流を主
とするアナログ的手法と、各種データベースなどデジタルツールを用
いたデジタル的手法を有機的に組み合わせた学生支援プログラムであ
る。学生個人の学習カルテに、レベルごとのプログラムにおける取組
状況を加えた「学生総合カルテ」を作成し、厳重な管理のもと個別指
導の原点とする。学生個別の成長度を適格に把握し、学生の自覚を促
す指導に活用するとともに、支援に対するニ－ズも汲み上げる。表現
力養成講座として春学期、秋学期の年２回（全10回）、夜間（授業時
間外）に文章力の基礎を対面形式で連続講義を行っている。また、夏
（８月初旬）、冬（２月下旬）に２泊３日で日常から隔離した合宿形式
の表現力養成合宿を行い、文章を読んで理解力・思考力、さらにプレ
ゼンテ－ション力の育成を図っている。この合宿については、理工系
学生に従来欠けていた取り組みとして好評に定着しつつあると報告さ
れた。
４．学生参画型FD活動について−学生FD委員会による主体的取り組み−
梶浦桂司（札幌大学）
2008年12月より、学生FD委員会（札大おこし隊！）が、学生たち
によって組織され、2009年度より札幌大学のFD活動に参画し始め、
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教職員から構成されるFD推進委員会へのオブザーバーとして参加し
ている活動内容についての報告があった。各学期末に実施していたア
ンケート結果が、今受講している授業に反映されているのかどうか疑
問であったため、学生FD委員会のメンバーとの議論を前提に、本年
度より「中間アンケート」も実施することになった。従来開催してい
た学内FDフォーラムは、学生・職員・教員の参加率が低かったので、
学生FD委員会が企画運営する「サツト―――ク」を開催することに
よって改善を図ろうとした。昨年度は「札大の良いところについて語
り合おう」、「ここが変だよ札大」、「こんな授業があったらいいのにな」
というテーマのもとに学内フォーラムは３回開催され、それぞれグル
ープディスカッションが行われた。これらは、学生の視点で捉えた非
常にユニークなテーマであり、グループディスカッションの結果がど
のようにフィードバックされたのか興味深い取組でもある。また、全
国の大学の授業における学生のマナーについて、問題となっている事
例をいくつか取り上げ、それを映像化することにより、学生や高校生
等に大学の授業におけるマナーの啓発向けビデオを作成している。脚
本、演出、配役のすべてを学生が担当し、作成しているところがリア
ルでマナー啓発にふさわしいのかもしれない。
５．山形大学の挑戦：学生・教員の自律性を重視する「学生主体型授業開
発共有化FDプロジェクト」
杉原真晃（山形大学）
山形大学では、平成20年度より「学生主体型授業開発共有化FDプ
ロジェクト」（教育GP採択事業）を展開している。学生の社会人基礎
力（積極性、コミュニケーション力、課題発見・解決能力等）の向上
を目指して、汎用性の高い学生主体型授業のモデルを開発し、それを
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教員が共有し、個々の授業担当者が自身の専門性に合わせて改良する
ことによって質の高い学生主体型授業を設計し実践している。この授
業で学生に自己評価アンケートを実施したところ、本授業を通して学
生は、自律的な学習を進め、積極性、コミュニケーション力、課題発
見・解決能力等を明らかに向上させたことが報告された。また、15回
の授業終了後に、学生主体型授業の受講生が、授業での学習成果を発
表する「課題発表コンテスト」を実施しており、受講生と各授業担当
者だけではなく企業人、NPO法人、高校教員等にも審査員として参加
していただき、学生の社会人基礎力の客観的評価を受けている旨の説
明があった。
６．〜「選択」から「主張」へ〜　次世代型クリッカーへの取り組み
山田邦雅（北海道大学）
学生が自律的に活動するためには、まず自分の意見を主張できると
いうことが基本となるが、学生は試験などで、選択式のものを多く経
験することになるのも事実であると述べている。クリッカーは、パワ
ーポイント上で選択式のクイズを出題するようなものであり、非常に
手短に、学生に問題にあたらせることができるという利点があるが、
あくまで教員が用意した選択肢の中での回答になり、学生の固有の意
見やミスは収集できないことが指摘された。そこで講演者は、手書き
用のデバイスである、デジタルペンをクリッカーとして利用すること
を発案した。アノトデジタルペンを使用すると、紙の位置座標を読み
取ることができるため、回答者側に必要なのは紙とペンだけで、自由
記述でも時間がかからず、図を解答することもできるということであ
った。このソフトウエアは、手書き入力を採用したことにより、手書
き文字を文字認識する機能を搭載しており、学生番号などによる学生
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管理を容易に行えたり、教員は学生の回答の様子をリアルタイムで見
ることができる、別の管理画面になっている。従来のクリッカーは、
学生に評判がよく、多くの学生が楽しみながら回答してくれる傾向が
見られたが、このような手書きデバイスにより、学生がその他の意見
を率先して記述するようになることが期待される。この手書きデバイ
スは、平成22年度２学期の授業を目途に、試験的に使用する予定であ
ると報告された。実際、講演会場でデモンストレーションが行われた
が、正常に作動しないケースもあり、これが普及されるまでは、技術
的な問題やニーズを考えると、まだまだ時間がかかりそうな気がした。
７．自律的な学生プロジェクト「理科工房」の活動を通した学生教育
長谷川誠（千歳科学技術大学）
正規のカリキュラム外で活動している自律的な学生プロジェクトチ
ーム「理科工房」の活動概要とその活動による学生教育効果や教育シ
ステムとしての可能性が紹介された。「理科工房」の活動は、平成 16
年度の文部科学省「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代GP）」
において「地域活性化への貢献」テーマとして採択され、平成19年3
月まで継続した事業を引き継いだものである。「理科工房」は、地域
の小中学校と連携した理科実験授業の実施、児童館や科学館における
科学教室や自主的な科学教室の開催、青少年のための科学の祭典など
のイベントへの参加（実験ブースの出展）などを主たる活動内容とし
ている。履修カリキュラム外の活動であり、教職課程の活動でもない
ことから、単位取得を目的としないが、参加学生の自主性を重視した
自律的プロジェクト活動として既に５年間に渡って活動を継続してお
り、その活動件数は、平成21年度51件、今年度は60件くらいにもな
っているとのことであった。理科工房の活動は、「独立」「半学半教」
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「協調」「自律」の4つのキーワードで捉えられ、独立した存在である
参加学生が、半学半教の精神の元で相互に協調しながら目標に向かっ
て自主的・主体的に作業を進め、全体として自律的に活動を続けてい
るとの説明があった。また、理科工房の活動では、様々な形態で外部
の方々と接する機会が多く、結果として、学生メンバーの活動が常に
外部評価を受けていることにほかならないとのことであった。講演者
は、この活動の特徴として、「この活動は正規の教育システムとして
確立しているものではなく、その教育効果を定量的に評価・判断する
ことは難しいが、通常の受動的な講義・学生実験からは得難い学生教
育効果を得ることが可能となっている」と述べ、それらは「日常の学
生の自律的な行動に起因するもの」としながらも、「参加学生が真に
熱意のある学生である点」「比較的少人数の活動である点」「学年・学
科を横断したメンバー構成である点」が有効に作用していると述べて
いる。さらに、これら３点をもたらす根本的な要因として、「本活動
が単位取得を目的としない点」が重要な要素である」と分析している。
これらの活動は、正しく課外活動の領域と思われ、単純に計算しても
年60件の活動ということは６日に１件であり、地域社会の外部評価を
受けながら継続して成果を上げていくことは、様々な問題を自ら克服
していかなければならず、単位取得を目的としない活動であるため、
非常に困難であろうと推察される。しかしながら、このような試みを
支援していくことが、学生の自律的に活動する力を育くむ取組なのか
もしれない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（佐々木克之）
第２分科会　「他者･異者と協力する力を育む取組み」
第２分科会は、OECDが「キー・コンピテンシー」の一つに挙げている
「社会的に異質な集団で交流する力」について、我が国の文化的歴史的な
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諸事情を踏まえた上で教育的な検討を加えるために、共通テーマとして
「他者･異者と協力する力を育む取組み」を掲げている。科学技術の急速な
発展を伴うグローバル化は、情報通信技術の発達による情報の国際的共有
化、交通手段の発達による移動の容易化、そして市場の国際的な開放とい
った大きな変化をもたらし、文化や環境、慣習や風習、ときには倫理観の
異なる人々同士の接触や協働の機会を、地域的な規模のみならず世界的な
規模でも、様々な形で生み出している。わが国は地理的に島国であり、ま
た17世紀から19世紀にかけて鎖国政策をとっていたことからも、民族規
模で、あるいは国家規模で他の民族や人種による侵入や混在化を招くこと
はなかったが、それでも近年になって、グローバル化の進行によって、生
を営む上で基準となる価値観の多様性に対峙しなければならない機会が多
くなり、自己の価値観と折り合いをつけて生きることがますます求められ
るようになった。他者の心を理解し、自己の心を発信しながら、「協力す
る力」の養成が、21世紀を生きるための喫緊の課題になってきている。
同分科会では次の7件の事例報告がなされた。
１．地域医療支援を目指した多職種連携学部一貫教育
苗代　康可（札幌医科大学）
札幌医科大学は医学部（医学科）と保健医療学部(看護学科、理学療法科、
作業療法科)をもつ医療系総合大学である。同大学では、建学の精神−「進
取の精神と自由闊達な気風」「医学・医療の攻究と地域医療への貢献」−
に則って、北海道の地域医療に貢献し、かつ国際的に活躍できる医療人・
研究者の育成が目指されている。
平成 20年 10月に、医療人育成センターが開設された。同センターは、
医学部と保健医療学部と共に同大学を構成する教員組織であり、教授会を
もち、教養教育研究部門、入学者選抜企画部門、教育開発研究部門の３部
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門で構成されている。同センター設立の意図は、従来、医学部と保健医療
学部でそれぞれに行なわれていた教養教育を、全学的かつ綜合的な視点か
ら企画実践し、大学の教育の理念に沿った同大学固有の教育の成果を生み
出すためである。教養教育と専門教育の有機的連携のうちに、高度の専門
的知識と技術を身につけ、併せて高い倫理観と豊かな人間性を兼ね備えた
医療人の育成が目指されている。また、同センターには①入学者選抜(方
法)の研究と、②卒前卒後の教育を視野に入れた一貫した教育の方法論の研
究と実践的指導の使命が課せられている。
広大な医療圏を抱える北海道では、医療人の偏在が地域医療の充実化を
図る上で大きな問題となっており、包括的に地域医療に対応できるチーム
単位での医療人の養成が急務になっている。そこで、同大学が取り組んで
きた、あるいは目下、取り組んでいる教育GPのうち、今回の事例報告で
は「地域医療合同セミナー」が紹介された。このプロジェクトは平成12年
から取り組まれてきた「地域滞在型実習」「チーム体験型実習」「地域密着
型チーム医療実習」を発展的に継承するものであり、医学科、看護学科、
理学療法学科、作業療法学科の４学科の学生の混成チームによる地域医療
活動の実践的試みであり、１学年から４学年前期まで積み上げ式に行なわ
れる。医療に関する教科書的な知識や基礎的な技術の習得は、学内で行な
われる講義や演習で身につけることができるが、それらの知識や技術を医
療の現場で如何に効果的に実践・活用できるかが、当然、大切な問題とな
ってくる。そこで、医療人育成センターが中心となって、前記の「地域医
療合同セミナー」を立ち上げた、とのことだった。根釧地区、紋別地区、
利尻島といった学外で行なわれる滞在型実習では、患者、地域住民、地域
医療に従事する医療関係者との接触交流を通じて、生きた医療経験を積む
ことができる。特に、離島利尻島で地域医療の実習を行なうことは、過疎
地域の医療実習のなかでも貴重な経験を積むことができる。所属の異なる
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学生たちからなる混成チームが結成され、学生たちは、将来、チーム医療
に従事する者として、相互の専門性を理解し尊重するという基本的な態度
を身につけることが目指される。また地域医療、特に過疎地域や離島地域
の医療の現状を把握し、その問題点を探り出して、対応策を模索し、場合
によっては問題の解決を実践的に試みるまでに、自発的な活動能力を醸成
し、地域医療に対する理解と意欲を向上させることが期待されている。さ
らに、同プロジェクトの実施にあたっては、専門外の教員をも含めて、多
数の教員の参加協力が不可欠であり、教員自身の意識改革も求められてい
る、と報告がなされた。地域医療に貢献しうる人材の育成を目指すという
建学の精神に基づいた教育プログラムが、学部の枠組みを越えて、教養・
基礎・臨床教育を通じて取り組まれていることに、同大学の確固たる一貫
した教育姿勢を見る思いがする。
２．岩手大学における高大連携事業の課題
山崎　憲治（岩手大学）　　　　　　　
岩手大学で開講されている「岩手大学高大連携講座」について、事例報
告がなされた。このプロジェクトの特色は、高校生が大学生とともに大学
の講義を受講できるところにある。平成17年度から、岩手大学は教育委員
会を介して近隣の高校と協定書を取り交わし、試行錯誤を重ねながら、こ
のプロジェクトの効果的な運用に努めている。高校生が大学生に混ざって
講義を受けることにより、相互に教育的刺激が生まれ、学習効果が期待で
きる、とのことであった。この連携講座は、指導する教員、受講する大学
生、受講する高校生という3様の構成員によって支えられているが、何よ
りも一定数の高校生の確保が不可欠である。参加する高校生の数が極端に
少ない場合、小集団が大きな集団に飲み込まれることになり、相互的な刺
激はもとより、相互の交流も望めなくなる。このプロジェクトが開始され
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た初年度（17年度）には、多数の高校生が参加したが、翌年から減少傾向
が続いていた。ところが21年度には僅かながら受講生が増えたとのことだ
った。初年度には「珍しさ」と「期待感」から多数の参加者があったもの
の、その後高校生側の期待に必ずしも沿えず、参加者の減少が続いたもの
と思われるが、近年になって、高校生側に、このプロジェクトが安定定着
したものと捉えられたのかもしれない、と分析がなされた。しかし、受講
生の以前の減少傾向であれ、21年度からの増加であれ、アンケート結果等
に基づく分析ではなく、単なる憶測に過ぎないことに、いささか説得力を
欠く報告であった。ただし、高校生と大学生が同じ教育の場で学ぶという
「異集団での交流」の実現により、教育の新たな方法の例示がなされたこ
とは確かであった。受講生は講義を受けた後に、試験も受けることになり、
大学側としては学修単位を認定する方針でいる。ただし、現在のところ、
高校側でその単位を認定するまでには至っていない。また高校生が岩手大
学入学後に、同連携講座で取得した単位を、大学での履修単位に読み替え
ること、あるいは組み込むことについても検討中とのことであった。
３．臨床能力を育む地域体験型学習とその支援
島森　美光（北海道薬科大学）
最初に、平成18年度から実施された薬学教育の制度的変革について言及
がなされ、６年制課程が薬剤師の養成を目的にし、４年制課程（＋大学院
博士前期課程２年）が薬学研究者の育成を目指すことについて説明がなさ
れた。そして北海道薬科大学は６年制課程のみの設置に移行したとのこと
であった。薬剤師養成課程の就業年限である４年制から６年制への変更は、
薬剤師の業務に対する根本的な医療思想的な変更や医療をめぐる学的進歩
に対応するためである、と説明がなされた。
次に、医療人GPで採択されたプログラム「臨床能力を育む地域体験型
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学習とその支援」について報告がなされた。同プログラムは、1年次では
早期体験学習として病院や薬局での学習（２日間）、２年次では医療行政
施設、介護・養護施設での生活支援及び医療活動への補助的活動（５日間）、
３年次では製薬企業や保健所等での体験学習（５日間）を実施し、医療人
としての自覚の育成を目指す。特に、体験型学習を通して、北海道におけ
る地域医療への理解を深め、地域医療への参画を志す学生を養成し、医療
人としての基本的なセンスと倫理観を醸成するとともに、患者と共感でき
る薬剤師の養成が目的とされている。さらに、同プログラムによって構築
される＜学生・地域・大学間の連携システム＞を、５･６年次に北海道内
全域で展開される実務実習及び地域薬剤師の生涯教育の支援に援用するこ
とが目指されている。学生はこの体験型学習を通じて、地域医療、特に過
疎地医療の現状を把握でき、医療人としての自覚、コミュニケーション能
力の醸成、価値観の多様性に対する認識を得ることができる。
くすりの調合と管理に重点が置かれていた旧制度の薬剤師教育から、専
門的知識と技術の獲得については言うまでもなく、高い倫理観と豊かな人
間性を兼備する21世紀型の薬剤師の育成が目指されている教育に関する実
践的な事例報告であった。
４．地域の人たちと交流する現地体験宿泊型授業
小田　隆治、杉原　真晃、酒井　俊典（山形大学）
山形大学が全学共通教育の一つとして行なっている地域密着型の高等教
育活動（教育、研究、社会貢献）の事例報告である。山形大学は平成17年
に、高等教育機関がない山形県最上地方の８市町村と協定を結び、最上地
域全体を一つのキャンパスと見立てた高等教育活動を企画した。このプロ
ジェクトは人材の育成を図るとともに、地域の活性化を目的にし、「山形
大学エリアキャンパスもがみ」と命名されている。活動内容については、
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山形大学と各市町村の双方がプログラムを策定し、実践している。このプ
ロジェクトの特色は、現地の各分野の専門家を講師に招き、現地で学生が
講師や住民と交流しながら体験を通して自然や文化について学習するとこ
ろにある。
平成18年度からは、このプロジェクトは全学共通教育の正規の授業とし
て、「フィールドワーク：共生の森もがみ」を開講している。この授業を
通じて、学生たちは世代や環境の異なる人々と交流活動することにより、
コミュニケーション能力や問題発見解決能力、多様な価値観の受容能力な
どを醸成してゆく、との報告であった。
同プログラムによる授業方式の特色は、１）学生に参加理由を文章で表
現させ、明確に認識させていること、２）現地体験宿泊型の学習であるこ
と、３）活動報告会を開催し、学生のプレゼンテーション能力を育成する
とともに、問題の共有化を図っていること、そして４）全学部から受講者
を募り混成チームを編成し、また学生サポーター（上級生）の参加により、
異なる学部間、異なる学年間におけるコミュニケーション能力の育成に努
めていることが挙げられる。
５．Theelusivegoalofacademicinternationalization
RyuichiroMaeda,MarshallSmith,DavidCambell（帯広畜産大学）
帯広畜産大学では、学生や教員の実践的な英語能力の向上を図るために、
イングリッシュ・リソース･センターを組織化し、日本人のスタッフの他
に、ネイティヴ･スピーカーの常勤スタッフをも配置している。学生の教
育のみならず、教員の研究等に関する英語支援を明文化していることに、
このセンターの特色があり、ひいては帯広畜産大学の教学の精神がうかが
われる。確かに、同大学は「実践的教育の充実」「世界をリードする研究
者の養成」「地域社会並びに国際社会との連携」を大学の理念としている。
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事例報告では、外国の文化に対する日本人の関心の移り変わりが寸描さ
れる。徳川末期には、外国文化の導入に賛成する意見と、反対する意見が
混在し政治的な混迷を招いた。近年では、バブル期に国際化の機運が高ま
ったが、バブル崩壊とともに国際化の動きは冷えてしまった。しかし、最
近ではグローバル化という言葉のもとに、マスメディアが個人や会社に世
界市場への進出を盛んに説くようになった。つまり、近代の日本において
は、国際化の流れが必ずしも定着していない、と分析がなされた。報告者
は日本に国際化運動を根付かせるためには、高等教育機関で国際化教育を
実践する必要があるとの見解を表明する。その実践が、報告者も所属する
帯広畜産大学のイングリッシュ・リソース･センターでなされている旨で
あった。同大学が行なった国際事業として、日本ユネスコとの共催による
「農村開発教育国際セミナー」や、JICA(国際協力機構)との共催による「家
畜生産システムコース」が挙げられた。
６．東北大学・全学教育における武道教育の実践
藤本　敏彦（東北大学）
武道教育を通じて実践されている、心身の健康の維持、コミュニケーシ
ョン能力の醸成、自文化と他文化に対する理解、社会的倫理観の育成に関
する報告である。東北大学では、全学共通科目の一つとして保健体育科目
「スポーツＡ（必修）」「スポーツＢ（選択）」が設けられ、ほぼ全学部で１
単位必修になっている。「スポーツＡ」と「スポーツＢ」では、様々なス
ポーツが学生の選択よって行なわれるが、武道種目としては、弓道、合気
道、柔道、空手、剣道が導入されている。武道教育が目指すところは、礼
儀を身につけ、他者を尊重し、武道文化に対する理解を深めることにある。
武道種目の多くは、接触競技であるため、相互に相手に対する礼儀と配慮
を重んじて、共通のルールを遵守することが必須である。いわば武道は心
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身を通じたコミュニケーション能力の育成に通じる。また、日本の伝統文
化ともいうべき武道の実践を通じて、日本人の学生には自民族の伝統文化
に対する理解が深まり、留学生には日本文化に対する理解が醸成される、
との報告がなされた。
７．札幌大学のウレシパ・プロジェクトについて　
本田　優子（札幌大学）
札幌大学では、先住民族アイヌの若者に向けた経済、就職、伝統文化継
承の支援活動が組織的に行なわれている。2010年春から札幌大学では「ウ
レシパ・プロジェクト」がスタートした。このプロジェクトは①ウレシパ
奨学金制度②ウレシパ・カンパニー制度③ウレシパ・ムーブメントの３つ
の柱からなる。①はアイヌの若者に奨学金を給付し、高等教育機関(札幌大
学)で学ぶ機会を設け、アイヌ語やアイヌ史などの自民族文化を学習する環
境を保障し、次代を担うリーダーの育成を目指す。②はアイヌ民族の文化
の保護に理解のある企業の協賛を得て、アイヌの若者の優先的雇用を検討
してもらう。③はアイヌの若者と一般学生が日常的に共に活動することで、
学内に多文化共生コミュニティーモデルを形成し、異文化理解を深めるこ
とを目指す。
同プロジェクトの企画にあたっては、学内から、昨今の厳しい経済・就
職状況から判断すると、少数民族保護を謳い文句にする逆差別の恐れもあ
る、との懸念も表明されたとのことである。しかし、このプロジェクトが
単なる弱者救済の恩恵措置ではなく、アイヌの若者に高等教育の機会を設
け、彼等の民族的な自覚を覚醒し、かつ一般の学生が異なる文化的状況の
中に身を置くことにより、価値観の多様性を体感し、グローバル化社会の
形成に参画できる人材の育成に通じることを理解してもらっている、との
ことであった。さらに同プロジェクトは実践母体である同大学文化学部の
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教育理念「共生と調和」の精神に沿うものである、との補足説明がなされ
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（松山　雄三）
第３分科会報告
第３分科会は、「学生のリテラシーを高める取組」ということをテーマ
として掲げ、学生の「相互作用的に道具を用いる」力を育む方法について、
各大学の積極的な取り組みが報告された。このテーマは、第２分科会とも
関係するものであるが、対話・討論・互いの学び合いを充分に行うために
は、それなりの道具立てが必要になるのであり、多面的なリテラシーをど
のように理解し、学生にそれを得させるためにどのようにするのかが問わ
れているのである。話題提供は全部で七つあった。
話題提供１
質保証を志向した情報リテラシー教育システム
大森　義行（札幌大学）
札幌大学の大森義行氏は、「質保証を志向した情報リテラシー教育シス
テム構築の試み」と題した報告であった。札幌大学では、建学の精神につ
いての再定義がせまられ「失敗を恐れずに新しい世界にチャレンジするタ
フな精神を持った若者を育てる」という心構えで、共に生きることを社会
に発信すると同時に学内においても一貫性を持たせることを教育目標とし
ているとし、そして、共通教育の中でそれらを実践する体制を採っている
と報告された。また、外国語教育を通して教育のグローバル化に伴った高
等教育の質の向上に向けた試みが札幌大学では試みられているというもの
であった。このことは、国の高等教育政策に基づくものであるが、その場
合でもあくまでも国及び各大学の基準の明確化が計られなければならない
とも指摘された。そして、それに対応すべく学生に対して情報基礎教育の
必要性を、特に情報リテラシー教育の大切さと同時に情報倫理の大切さを
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自覚させなければならないとも述べられ、MOSやMCAS獲得に向けた努力
がなされていると主張された。
話題提供２
大学間連携による自然科学実験の実態と科学リテラシー
小野寺　彰（北海道大学）
北海道大学の小野寺彰氏は、「大学間連携による自然科学実験の実態と
科学リテラシー育成の試み」と題した報告であった。大学間の連携という
新しい取り組みについては、その背景として、「科学力」というような学
力の多様化、自然科学に対する動機づけ、記憶だけではなく手を動かすこ
との大事さや受験からの脱皮と豊かな飛躍と実学の重視などがあったとし
て、今までの専門科目への傾斜を改めるべく、新テーマの開発や社会環境
問題の総合型テーマたとえば身近な医薬品の合成など及び文系も含めた配
合型テーマへの広がりが求められてきたこともあったとされていた。また、
大学間の連携・協働で地域全体のリテラシーの向上に対して有効であるな
どとも述べられていた。それこそが、これからの社会や他大学にも開かれ
た教育の展開のひとつの問いかけなのである。
話題提供３
大教室でのリテラシー教育の可能性：札幌大学「論述・作文」科目の事例
山越　康裕／白石　英才（札幌大学）
札幌大学の山越・白石の両氏は、「大教室でのリテラシー教育の可能
性：札幌大学「論述・作文」科目の事例」と題した報告であった。これは
札幌大学に於いてなされている「論述・作文」の授業の内容を報告するも
のであった。TAを上手に用いることによって大教室でも少人数とかわら
ないあるいはそれ以上の教育効果を上げているという報告であった。確か
にTAをそのように活用することもひとつの試みであることは十分注目し
て良いと思われる。
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話題提供４
学生と“デジタル社会のリテラシー”を探求する
酒井　俊典（山形大学）
山形大学の酒井俊典氏の「学生と“デジタル社会のリテラシー”を探求
する−山形大学基盤教育科目：情報環境・学習環境デザイン論Ⅰの試
み−」と題した報告があった。情報社会の地殻変動によるメデイアの多様
化・個別化などによる情報環境の大きな変動に伴って、大学教育も変化を
迫られることになった。山形大学は、「学生主体型授業の冒険」と題して、
平成20年度以来の教育GP採択事業に取り組む中でのパイロット授業の知
見を参照しつつ、異なる分野の教員が協同して行う、あくまでも学生主体
型の授業を行ったことについての体験を報告された。そして学生自身のメ
デイア体験などを通して情報社会の人材育成に寄与できるというような感
じを持っているように思えた。
話題提供５
大人数グループワーク科目は初年次生に何をもたらすか？
辻　　義人（小樽商科大学）
小樽商科大学の辻義人氏の「大人数グループワーク科目は初年次生に何
をもたらすか？−初年次教育とキャリア教育の両立を目指す試み−」と題
した報告があった。学生生活において求められるリテラシーとは何か。そ
れはどのようなことを通して育成が可能なのであろうか、などという切実
な学生の問いかけに対して、小樽商科大学の取り組みについての報告であ
った。特徴的な科目として、「社会科学と職業」を初年次においてキャリ
ア教育と結びつけるものと位置づけている。そして初年次生に対して、職
業意識を育成させることによって、４年後の社会人として、学生が学生自
身の目標設定とその実現に向けた努力を期待するとしている。そのような
教育の仕方は本来少人数教育でと考えられてきたが、小樽商科大学ではそ
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れを大人数でも可能にしているとの実践的な報告であった。
話題提供６
北海道大学における初年次学生の主体的学習を支援する活動
斉藤　　準（北海道大学）
北海道大学の斉藤準氏の「北海道大学における初年次学生の主体的学習
を支援する活動」と題した報告があった。北海道大学ではアカデミック・
サポート推進室が主として初年次学生に対して「学習サポート」と「学生
スキルセミナー」を実施しているので、その現状をお披露目するというも
のであった。大学入試に北大では「総合入試」が導入され、そこで、学生
が主体的に対応することに役立てる制度的なものとしてTA（院生）らに
よる学生への個別対応がサポートとして役立っているし、また、学習スキ
ルセミナーは、推進室のスタッフ（教員）が対応し、アカデミック・スキ
ルを紹介するものとして学生に立ち向かっているとの報告であった。
話題提供７
札幌大学スタンダード」（「共通科目」）の基本方針と概略
鈴木　淳一（札幌大学）
札幌大学の鈴木淳一氏の「札幌大学スタンダード」（「共通科目」）の基
本方針と概略」と題した報告であった。札幌大学では旧教養部開設科目を
「共通科目」と改称し「共通科目センター」を新設して、大学の質的充実
と量的発展を図ろうとしていくことを目的に、共通科目の全学年への割り
当てを行っている。それを「札幌大学スタンダード」と呼んで、札幌大学
が「総合的教養教育型大学」を目指すとされているのである。これは、全
学生が共有すべき知の姿（例えば、建学の精神・教育目標など）から演繹
して、それに見合った科目を共通科目の中にいろいろな形で組み込んで行
こうとする試みなのである。今後どのような発展がなされるのか注目に値
するもののように感じられた。　　　　　　　　　　　　　（石澤　淳好）
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Ⅳ．全体会Ⅱ＜事例報告＞
関東学園大学におけるコンピテンシー教育
瀧上　　豊（関東学園大学）
関東学園大学の瀧上豊教授による、事例報告的な講演であった。
関東学園大学では、従来あった学部分けを再検討して学部集中を実施し
た。そこを踏まえて大学としては、社会が学生に期待するコンピテンシー
を「社会への対応力」として位置づけ、それを大学の在学中に高めること
で、在学中の学業へ向かう姿勢や就職の際の成果につなげていこうとする
ものであることを期待するとしている。
そこで、大学は３つのキー・コンピテンシーとして①個人と社会との相
互関係②自己と他者との相互関係③個人の自律性と主体性を採り上げ、そ
れに「社会への対応力」を付け加えて将来を目指すとしている。あくまで
も大学が社会に対応するためには社会に受け入れられる大学であることが
求められるので、そのことは逆にいえば、「開かれた大学」でもあるとい
えるのだが、そこを関東学園大学は根底に置いているともいえるのではな
いであろうか。そして、初年次教育のあり方にリメデイアル教育の融合が
あってこそ本来の学生中心の大学教育と地域社会の結びつきが出来上がる
としている。このような試みは以外に知られていないのではないだろうか。
瀧上教授が述べておられる理念について一考に値すると思われた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（石澤　淳好）
